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売上高合計 26兆2,892億円 20兆5,296億円 △5兆7,597億円 △21.9％
営業利益（損失△） 2兆2,704億円 △4,610億円 △2兆7,314億円 ―



















































































































































































































































　◇当期純利益（損失△） 471 616 945 1,162 1,171 1,372 1,644 1,718 △437 210 409 284 962 1,823




















地域別（仕向地） 2008年3月期 2009年3月期 増減額 増減％
日本 2,188,389台 1,944,823台 △243,566台 △11.1％
北米 2,958,314台 2,212,254台 △746,060台 △25.2％
欧州 1,283,793台 1,061,954台 △221,839台 △17.3％
アジア 956,509台 904,892台 △51,617台 △5.4％
その他 1,526,934台 1,443,433台 △83,501台 △5.5％

















　Be a company of the world.
④各国，各地域に根ざした事業活動を通じて，産業・経済に貢献する。
　Become a contributing member of the community in every nation.
⑥全世界規模での効率的な経営を通じて，着実な成長を継続する。
　Purpose continuing growth through efficient, global management.
 （トヨタ自動車，2013，390―391ページ）
　「トヨタ基本理念」は世界向けに発信された意味合いが強く英文を見れば真意が判るものであり，「世






































































































































































































































































































































　◇固定資産計 8,840 9,478 9,722 21,200 23,158 26,788 30,032 29,956 27,554 27,658 28,290 28,944 33,071 37,843
◆減価償却累計額 ― ― ― △8,008 △8,263 △8,791 △9,337 △9,584 △9,791 △10,383 △10,302 △10,614 △11,373 △12,124
　◇固定資産合計 8,840 9,478 9,722 13,192 14,895 17,997 20,695 20,372 17,763 17,275 17,988 18,330 21,698 25,719









































































































































　◇純資産合計 7,457 7,789 7,956 8,625 9,550 11,150 12,465 12,526 10,601 10,930 10,920 11,067 12,773 15,218




















































































































　　◇金融債権及投資計 5,892 6,235 6,674 9,912 11,804 14,193 16,326 16,346 13,971 15,768 16,317 16,873 20,788 24,973
　　　2000年対比増加率 100.0％ 105.8％ 113.3％ 168.2％ 200.3％ 240.9％ 277.1％ 277.4％ 237.1％ 267.6％ 276.9％ 286.4％ 352.8％ 423.8％
　◆短期及1年内長期借入
　◆長期借入債務
801 1,104 966 3,314 3,533 4,757 5,865 6,228 6,318 5,498 5,952 5,964 6,794 7,781
451 481 573 4,247 5,015 5,640 6,264 5,982 6,301 7,015 6,449 6,042 7,338 8,547
　　◇借入債務合計 1,253 1,585 1,539 7,561 8,548 10,397 12,129 12,210 12,619 12,513 12,401 12,006 14,132 16,328



























◆ROA　総資本利益率 5.0％ 5.6％ 6.6％ 7.6％ 6.9％ 6.5％ 6.9％ 7.0％ △1.6％ 0.5％ 1.6％ 1.2％ 3.7％ 5.5％
◆ROE　株主資本利益率 11.7％ 14.4％ 17.1％ 19.3％ 17.5％ 16.8％ 18.0％ 18.1％ △4.3％ 1.4％ 4.3％ 3.2％ 10.3％ 15.1％
◆PER　株価収益率 42.0 25.8 13.9 12.1 12.3 16.9 16.6 10.0 △24.6 61.5 28.2 43.3 17.4 11.0
◆PBR　株価純資産倍率 2.7 2.0 1.7 1.6 1.5 2.1 2.2 1.4 1.0 1.2 1.1 1.1 1.3 1.3
◆EPS　一株当りの純利益 ¥128 ¥169 ¥262 ¥322 ¥324 ¥380 ¥455 ¥498 ¥△127 ¥61 ¥119 ¥82 ¥279 ¥529
























































































































生産拠点名＼決算期 2000・3 2001・3 2002・3 2003・3 2008
ケンタッキー工場 7,756 7,713 7,504 7,391 7,365
TMインデイアナ 2,020 2,769 3,171 4,704 4,327






































































































































































































決算期＼ 総販売台数（台）（A）日本販売台数（台） 米販売台数（台）（B） B/A（％）
2000年3月期 5,182,774 2,177,524 1,689,483 32.6
2001年3月期 5,526,863 2,322,838 1,733,569 31.4
2002年3月期 5,784,917 2,217,002 1,780,133 30.8
2003年3月期 6,246,156 2,217,739 1,981,824 31.7
2004年3月期 6,719,363 2,303,078 2,102,681 31.3
出所：『有価証券報告書総覧　トヨタ自動車』各年版。
表2―4　トヨタ自動車車両生産台数と北米生産台数（2000─2004年）
決算期＼ 総販売台数（台）（A）日本販売台数（台） 米販売台数（台）（B） B/A（％）
2000年3月期 5,002,731 3,863,760 781,304 15.6
2001年3月期 5,275,213 4,097,704 807,253 15.3
2002年3月期 5,404,216 4,029,259 792,526 14.7
2003年3月期 5,982,966 4,162,291 882,951 14.8














決算期＼ 売上高（億円） 営業利益（億円） 北米生産台数（台） 北米生産台数 /トヨタ全生産台数（％）
2005年3月期 63,734 4,475　 1,156,166 16.0　
北米販売台数〔2,271,139〕 〔30.7〕
2006年3月期 76,879 4,956　 1,201,459 15.6　
〔2,556,050〕 〔32.1〕
2007年3月期 90,297 4,496　 1,204,676 14.7　
〔2,942,661〕 〔34.5〕
2008年3月期 94,232 3,053　 1,267,639 14.8　
〔2,958,314〕 〔33.2〕
2009年3月期 62,229 3,902損 919,125 13.0　
〔2,212,254〕 〔29.2〕
2010年3月期 56,705 854　 1,041,833 15.3　
〔2,097,374〕 〔29.0〕
2011年3月期 54,291 3,395　 1,338,294 18.7　
〔2,031,249〕 〔27.8〕
2012年3月期 47,518 1,864　 1,274,510 17.1　
〔1,872,423〕 〔25.5〕
2013年3月期 62,844 2,219　 1,676,689 19.3　
〔2,468,804〕 〔27.8〕
2014年3月期 81,170 3,260　 1,759,439 19.5　
〔2,529,398〕 〔27.7〕
出所：『有価証券報告書総覧　トヨタ自動車』各年版。
注記：〔　〕は北米での販売台数とトヨタの全販売台数に対する割合（％）。
トヨタ自動車2008年史論
― 111 ―
計されている（アナン・V・アイアー，スリダー・シシャドリ，ロイ・ヴァッシャー，2010，42，43
ページ）。
　北米の地元生産部品についてみれば，それは「部品数の最大の割合を占めるのが普通」であり，各
自動車車両タイプに対して，組立工場から移動に数日かかる距離にあるサプライヤーは300から400
社であった。サプライヤーはトヨタから「週単位で需要予測データを受け取るが，配送を準備するのは，
最終日次発注を受け取るまで待たねばならない。最終発注書は毎日，サプライヤーへ送られる」。「各
車両に使われる各部品が，組立工場のラインにジャスト・イン・タイムで届いて，作業ステーション
で取り付けられるよう，日次部品発注量の計算方式はきわめて精密である」。「日次部品発注の目的は，
サプランヤーのリードタイムに基づいて，生産に必要な部品の発注を，各サプライヤーに送ることで
ある」。「日次部品発注を決定する前には，毎日，日次生産スケジュールを再設定」し，「日次操業計画」
は「一日ごとに更新」される。変更による「部品発注量が過剰または過少にならないよう，生産スケ
ジュールを調整する」。「各サプランヤーの所在地によって，各部品が別々のリードタイムを持つこと
があるために，一台の車両を構成する全部品が同じ日に発注されるわけではない」が，それでも「調
整」される。
　「トヨタの場合，車両注文と部品発注との緊密な結びつきを維持」するために「週単位や月単位よ
りもはるかに頻繁な計画調整を実施」することで「車両注文と部品発注との結びつきが実現されてい
る」。かくして「大部分のサプライヤーは，一日に何度も，また少なくとも一日に一回は部品を発送
している」。
　他方，日本からの部品は，「トヨタの北米工場やヨーロッパ工場で使う長期リードタイム部品の大
部分は，およそ6週間のリードタイムで日本から輸送されている。しかし，このことによって，ある
程度の不正確さが生じる。車両の最終仕様が確定するのは，生産の5日から10日前だからだ。最終
確定の時点は工場によってまちまちで，地元部品のリードタイム状況で決まる」（アナン・V・アイアー，
スリダー・シシャドリ・ロイ・ヴァッシャー，2010，168―175ページ）。
　しかし，もともと「トヨタの組立工場設置計画が前提にしているのは，大部分のサプライヤーが工
場から適切な距離に位置しており」「組立工場が発注する部品のロットサイズを小さくするには，サ
プライヤーが組立工場の近くに位置している必要がある」ということからすれば（アナン・V・アイ
アー，スリダ ・ーシシャドリ・ロイ・ヴァッシャー，2010，215ページ），以下の懸念も当然であった。
　「自動車部品で最大のものはエンジンである。その輸送には大型トラックを何台も使わなけれ
ばならず，莫大なコストがかかる。そこでトヨタ田原工場では，一つの敷地内に車両組立工場
と三つのエンジン工場を同居させ，輸送の効率化を徹底した。…トヨタのアメリカ進出の第一
号のGMとの合弁会社NUMMIの立地だ。なんと西海岸で自動車組立工場を建てたのである。〔ア
メリカの〕自動車産業は東海岸の五大湖周辺に集中しているため，自動車部品会社も五大湖周
辺に立地している。トヨタの調達部門はデトロイトに事務所まで開設して，それらの会社と交
渉したくらいだ。その後の工場立地でも物流面はまったく無視された。その結果，ウエストバー
ジニアのエンジン工場から何台ものコンボイが毎日毎日アメリカ大陸を縦断したり，横断した
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りして大変なコストをかけて車両組立工場へエンジンを届け続けている。…〔トヨタは〕これ
を「世界最適調達」と呼んでいるが，トヨタの根本思想である「運搬はムダ」という考え方が
ないがしろにされているような気がしてならない（青木幹晴，2011，116ページ）。
　政治的必要に基づく北米での現地生産のなせる業であり，さらに大陸国家アメリカ市場への戦略
展開によるものであった。トヨタ自動車の部品メーカーについてみれば，時代は遡るが1972年の東
海協豊会の会員数は122社であったが（『東海協豊会会員名簿』），2006年2月時点では，協豊会の協
力部品メーカー数は204社であり，関東地区に62社，東海地区に114社，関西地区に28社となって
いるが（『日刊工業新聞』2006・2・27），2006年3月時点での，トヨタ自動車の調達先は，国内外合
わせて約2,600社となり，トヨタ自動車は新たなサプライヤー開拓にも力を入れているという状況で
あった（『日刊工業新聞』2006・3・17）。海外生産の拡大によるものと言えよう。重ねて言えば，「国
内では，トヨタの工場まで部品メーカーが届けることになっている。だが，輸送条件の悪い海外では，
トヨタが部品工場の軒先まで回収に行く」という。「船や鉄道，そしてトラックなどを駆使し，いか
にコストを抑えるかにトヨタは頭を痛めている」という（日経ビジネス編，2007，142ページ）。
　北米市場におけるトヨタ自動車は，ピックアップトラックなど大型車に偏重する戦略のもと，開発
や生産の現地化を強力に推進したのであったのであったが（『日本経済新聞』2009・6・26），米国市
場でスポーツ多目的車系など大型車の販売が大きく落ち込み（『日刊工業新聞』2008・3・21），さら
に，燃費性能が優れる一部小型車の販売も低迷するにいたり（『日刊工業新聞』2008・11・7），2008
年11月にはトヨタ自動車は1兆円の減益となった。トヨタ自動車の2008年度上半期決算では前年同
期に連結営業利益の約20％（2630億円）を稼いだ北米事業は346億円の大赤字を計上する。大型車・
小型車だけでなくプリウスまで販売減少となり（『週刊ダイヤモンド』2008・11・22），2009年3月
期の連結営業損益は戦後初の赤字に陥る見込みとなった（『日本経済新聞』2009・1・21）。
　「トヨタ・ショック」の事態の背景の要因については，これまで見たようにトヨタ自動車には，「四兆
円の手元資金」があったとはいえ，「拡大戦略の過程で新設した工場の償却費や，在庫を減らすため
の販売奨励金が負担として」のしかかったことや（『日本経済新聞』2009・1・21），販売不振に加え，
在庫の積み増しが利益を圧迫したことがあった。トヨタ自動車の不振は，なによりも米国偏重の収益
構造にあった（『日刊工業新聞』2009・5・18）。
　かくして，「トヨタ・ショック」のさなか，トヨタ自動車関係者が指摘したのはやはり次の点であった。
　「「大野〔耐一〕さんが生きていたら（今の状況を）なんと言って怒るだろうか」。2008年秋
豊田章一郎名誉会長はトヨタ首脳や関係者が集まる集会でこうあいさつした。……ここ数年の
成長ムードで，気がつけばTPS〔トヨタ生産方式〕の精神とはかけ離れた経営戦略に陥ってい
た。……トヨタの強みである系列メーカーの結束。……これにもほころびが出始めた。トヨタ
は2008年夏，緊急収益対策として部品メーカーに追加のコストダウンを要請。通常ならある技
術的な裏付けや根拠も今回はない。……」（『日刊工業新聞』2009・1・21）。
　「2007年には単体で853万台，グループの世界生産は949万台に達し，念願の世界首位に立っ
トヨタ自動車2008年史論
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た。……ここ数年，部品供給や設計・開発の兵站線がのびきっていたのは同社関係者も認める
事実だ。……必要なときに必要なだけ部品をそろえるジャスト・イン・タイム，物流を効率化
するカンバン……新車開発ではトヨタと部品メーカーの技術者を一堂に集め，意識と擦り合わ
せを大切に〔してきたのがトヨタ生産方式の歴史〕……」（『日本経済新聞』2010・2・2）
　いずれにしても，東北を中部，北部九州に次ぐ生産拠点に育成しようという戦略が「トヨタ・ショッ
ク」の後，急速化したのも，これまでトヨタ自動車が進めてきた円高対応，為替変動リスク対応の基
本戦略である「需要地で生産する」ことからすれば，戦略転換ともいえるが，急増した取引先の部品メー
カーについて，海外調達する部品の品質管理の難しさがあったことへの対応から出たものともするこ
とができよう（『日本経済新聞』2010・2・7）。併せて，「トヨタ・ショック」に際して，トヨタ自動
車は部品調達コストを「現行の購入価格に比べ，3年かけて3割削減する」として，取引先の部品メー
カーなどに実質的な値下げを要請する。対象になる部品は200点程度といわれている（『日本経済新聞』
2009・12・22）。トヨタ生産方式の軸は部品確保の態様にあったのである。
おわりに
　「トヨタ・ショック」に対して，トヨタ自動車がまず決断したのは，政治的必要に基づく現地生産
であったGMとの合弁事業の解消であった。2009年6月，GMがNUMMI（従業員，約5,000人）か
らの撤退を発表した（『日刊工業新聞』2009・6・30）後，トヨタ自動車もGMとの合弁を解消する（『日
刊工業新聞』2009・6・30，『日本経済新聞』夕刊，2009年6月30日）。グローバル競争こそが主戦
場の時代となったのである（併せて，塩見治人，2011を参照されたい）。
　創業家出身の社長就任についてみると，創業家出身の豊田章男副社長の社長就任は「創業期の初心
に立ち返り，地道なコスト削減などを進めるとの意思を社内外に示す」ためとされている（『日本経
済新聞』2009・1・9），同氏はトヨタ自動車の調達担当であったが，当時，「部品の選択購買はおこ
なわない」としていた（『日刊工業新聞』2006・3・17）。創業家からの就任はトヨタ自動車創業以来の，
部品メーカーとの長期相対取引への回帰であった。
　トヨタ自動車はグローバル戦略を見直し，「地域を問わずあらゆる車種をそろえるフルライン戦略
を転換」し「欧米では販売車種を絞り込む」という（『日本経済新聞』2009・6・26）。トヨタ自動車
はこれまでの海外生産の拡大から，あらためて為替変動への対応を優先させたかのように，国内生産
拠点の拡充を推進する。トヨタ自動車は国内第三の生産拠点としてトヨタ自動車東北を設立する（『日
刊工業新聞』2008・9・18）。トヨタ自動車は「中部・九州・東北の三極体制」で「円高下でも年産
300万台維持」するという（『日本経済新聞』2011・7・14）。かくして，2012年7月，関東自動車工業は，
セントラル自動車およびトヨタ自動車東北と合併し，トヨタ自動車東日本株式会社となった（トヨタ
自動車，2014，4ページ）。
　さらに，2008年12月，米政府が，GMに134億ドル，クライスラーに40億ドルのつなぎ融資を決
定し，再建を支援したことは（『日刊工業新聞』2009・4・21），あらためて，市場競争と国家という
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問題を提示する。1981年の米国でのレーガン政権の誕生によって，「政府部門の縮小，通貨供給量の
制御や減税による民間企業の活力の回復等，市場原理を重視する新自由主義経済思想」の政策は，米
国だけでなく「1990年前後には世界諸国のモデルとなった」（阿部武司編著・通商産業政策史編纂委
員会編，2013，5ページ）。他方，日本の産業政策は，戦後においては「政府の役割が経済発展に寄
与したこと」「その役割は民間企業の問題解決能力を前提とし，その能力の機能を高めることを通じ
て作用したことである」。「戦後の日本では政府の役割と民間の役割は補完性を持っていた」と指摘さ
れている（岡崎哲二，2002，151ページ）。1990年代には「従来の市場介入型産業政策に代わって，
市場の機能を尊重しかつそれを促進するタイプの政策が選択されるようになった」（阿部武司編著・
通商産業政策史編纂委員会編，2013，序）。しかし，「2008年に起きた世界同時不況が契機になって
発動された」政策によって，アメリカでは「アメリカの三分一以上を代表する産業部門が，政府に
よって再編され」，「政府は望ましい企業行動を促すインセンティブを用意し，企業はそのインセン
ティブを利用」するという新たな政府・企業間関係へとすすんだのであった（ロバートB・ライシュ，
2009，48ページ）。
　今や，国家的に組織された市場競争，市場コントロールにより，世界的な市場競争，企業間競争は，
政府間競争の時代となったのである。したがって，リーマンショック後においては，政府は，「問題
に応じて，ケインズ的に，あるいは新自由主義的に対応するほかない」のであり，「経済政策を特徴
づけている『何でもあり』」の事態であった（柴垣和夫，2014，42ページ）。とはいえ，こうしたグロー
バル製造業の時代にあっても，日本企業・トヨタ自動車の選択は，トヨタ生産方式という日本的経営
であり，部品メーカーとの長期相対取引への回帰であった。
　本稿で使用した『有価証券報告書総覧』の利用にあたっては，所蔵先の名古屋大学大学院経
済学研究科附属国際経済政策センター情報資料室に大変お世話になった。お礼申し上げたい。
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